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１．はじめに 
 近年の地震災害では，国や地方自治体，防災関係機関等の

努力により，被災建物の復旧が迅速化しつつある．今後の地

震災害においても，災害の経験を生かし，復旧が早まること

は確実である．しかし，学術的な側面としては，復旧が迅速

化するにつれて被災調査に弊害が生まれる．それは，建物の

構造的被害が残った状況での調査が重要であり，修復（ある

いは解体撤去）されてからでは，被災要因を特定することが

極めて難しくなるからである．特に建物を全数調査する悉皆

調査では，広範囲に多くの建物を調査するため，多くの時間

を必要とする．そのため，事前の調査方法，調査項目の策定

及び調査実施までの迅速化，調査の効率化が重要となる． 

そこで本研究では，著者らが関係した 2003 年 7 月 26 日宮

城県北部の地震 1)及び 2004 年新潟県中越地震 2)，2007 年能登

半島地震の悉皆調査を例に取り，その問題点をまとめ，今後

の大規模災害時に備えて効率的な悉皆調査の方法を提案する． 

２．近年の悉皆調査の実施状況と問題点 
２．１ 近年の悉皆調査の実施状況 
 近年の悉皆調査の実施状況は，宮城県北部地震において日

本建築学会東北支部が約 2600 棟を調査 1)．新潟県中越地震で

は，同北陸支部が中心となり，19 機関合同で約 5700 棟を調

査 2)．2005 年福岡西方沖地震では，同九州支部が約 2200 棟

を調査 3)．能登半島地震では，同北陸支部が実施している． 

２．２ 準備段階から調査実施までの整理とその問題点 
 著者らが関係した 3 つの悉皆調査についてまとめる．まず，

宮城県北部地震では，地震発生の当日から初動調査が実施さ

れ，地震発生後 4 日目から悉皆調査が実施された．新潟県中

越地震では，地震発生後の翌日から初動調査が実施され，地

震発生後 4 日目から仮の調査票で調査を実施し，地震発生後

7 日目から統一基準で悉皆調査の合同調査が実施された．能

登半島地震では，地震発生後の翌日から初動調査が実施され，

地震発生後 4 日目から悉皆調査が実施された． 

 災害規模が異なるものの，初動調査は当日もしくは翌日か

ら実施され，悉皆調査は，地震発生後の数日から 1 週間後に

調査が実施されている．悉皆調査の開始時期の違いは，災害

規模や地理的条件，道路寸断による交通問題，二次災害の危

険などの様々な要因があるが，その他に調査体制や調査手法，

調査票の確立ができていなかったことが言える．調査体制に

関しては，災害規模に応じて参加機関が増え，各機関の調整

には時間を必要とする．しかし，調査手法と調査内容の決定

に関しては，宮城県北部地震で調査の実施が決定してから 2

日間，新潟県中越地震は 3 日間もかかっており，調査の着手

まで多くの時間を要している．これは，調査手法の確立がな

されていないことが原因であり，調査手法がある程度確立さ

れていれば，初動調査から少ない調整で済んだはずである．

このことから事前に調査手法と調査項目の策定は必要と考え

る．能登半島地震に関しては，新潟県中越地震の経験もあり，

調査手法と調査内容の決定がスムーズに進み，1 日で内容の

決定が行われた． 

３．悉皆調査の調査項目と調査方法の提案 
 調査項目を決める際には，建物や地域の特性によって変更

する必要があり，地域特性やその地域の建物文化や初動調査

の調査結果を基にし，調査項目を決定することが重要ではあ

るが，地震間比較などのために共通的な調査項目を固め，そ

れに項目追加していく方法が望ましいであろう．参考として

宮城県北部地震から能登半島地震までの調査票をまとめたも

のを図１に示す．この調査票は，著者らが提案，改良，実施

してきたものである．基本となる被災度判定基準として岡田

らの破壊パターンチャートを用いている 4) 5)．この調査票は，

多くの経験から改良されたものであり，今後の悉皆調査の際

の共通フェースシートとして利用されることを期待する．こ

の調査票を基本項目とすることで，共通項目，同一基準に地

震毎で比較検討が行え，今後の研究の発展には重要と考える． 

調査地域の決定方法は，初動調査の情報及び地震動情報を

参考し，集落単位，街区単位で調査範囲を決定する．調査方

法は，2 人 1 班とし，一人は，調査票の記入，もう一人は，

調査建物の写真撮影及び地図記入を行う．1 日の調査棟数は， 
1 棟 3 分～5 分の調査時間とし，100 棟程度を目安とする． 

４．まとめ 
 本報告では，近年の悉皆調査についてまとめ，問題点の提

起，調査項目，調査手法の提案を行った．本報告が今後の悉

皆調査に活用されることを期待する． 
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図１ 悉皆調査票 

調査日                調査員             住宅地図       頁 写真枚数           枚  
写真番号(    )－(     )～(     ) 

A.建物番号             B.表札            氏  C. 応急危険度判定 1. 無 2. 有（赤・黄・緑） 
 
D.建築年 1.非常に古い 2.古い   3.新しい  4.不明 5.推定(      年頃) 6.聴取(      年) 

(築 30 年以上)    (築 30～10 年)  (築 10 年以下)        
 
E.建物用途 1.戸建専用住宅 2.長屋住宅 3.共同住宅 4.併用住宅 5.店舗 6.オフィス 7.その他       
 
F.構造種別 1.木造（伝統・準伝統・在来・壁式・（     ）） 2. S 造(   ×   ) 3. RC 造(   ×   ) 4.その他 
 
G.建物階数 1.平屋  2. 2 階（ピロティ無，ピロティ有） 3.（          ）階（ピロティ無，ピロティ有） 
 
H.主被害階 (       )階  (主な被害内容                                                 ) 
 
I.屋根形式 1.土葺瓦 2.土無瓦 3.金属 4.スレート 5.その他 6.不明 
 
J.屋根被害 1.ほとんど無被害 2.著しいずれ(部分的) 3.全面的にずれ，破損 4.判定不能 
 
K.基礎形式 1.独立基礎(玉石等) 2.布基礎 3.高基礎(一階が RC の車庫等の場合)  4.杭（種類と本数    ） 5.不明 
 
L.基礎被害（木造・S 造のみ） 1. 無被害 2.部分的 3.著しい(破壊あり) 4.不明 
 
M.地盤変状 1. 無 2. 有 →（場所と形態                        ） 
               例 建物直下／敷地南端，亀裂沈下，液状化（噴砂），土砂など 
メモ欄 
 
 
N. 増築            1.無 2.有 3.コメント(                     ) 
O. 家族・在宅人数 1.家族（   ）名 うち 在宅（   ）名  2.不明 
P. 人的被害状況  1.死亡（   ）名，重傷（   ）名，軽症（   ）名 2.無し 3.不明 
Q. 破壊パターン：木造，S 造の場合 下図の該当パターンに○ 

.. RC 造の場合 記号を記入（別紙「RC 造破壊パターン」参照）：                    
 

調査地区名
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